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国土交通本省発表資料～流域総合水管理の推進～

○ 令和7年度をはじめ、気候変動による渇水被害の発生リスクが高まっているため、国土審議会・社会資本整備
審議会による「流域総合水管理のあり方について」答申（R7.6）等を踏まえ、気候変動の影響による渇水被害の
軽減に向けた水資源に関する取組を推進する。

気候変動による渇水リスクの増加を踏まえた流域総合水管理の推進

今後の取組

○渇水対応タイムラインの作成を一級水系について優先的に進めていく（R6年度：55％）。
○ 渇水時に安全に利用できるよう、地下水賦存量把握による地盤沈下量等の可視化を検

討する。
○並行して、水利権やダム使用権等について、気候変動等に伴う需給のミスマッチを解
消・調整（相乗効果の発現、利益相反の調整）する場を設置するとともに、限られた水資
源の有効活用にあたり必要な法制度・仕組み等の改善方策を検討する。

○治水対策においては、気候変動の影響を計画上見込み、
現在、河川整備基本方針等を順次変更中。

○渇水対策についても「気候変動による渇水リスクの増
加」を定量化し、実装するため、将来予測の精度向上に
ついて研究・検討を進める必要。

【気候変動の影響を見込んだ渇水被害軽減への取組】

【気候変動による渇水リスクの定量化と実装】

背景・課題

○今年度は、北・東・西日本では、日本海側を中心に、6月下旬以降
降水量が少ない状態が続き、記録的な少雨となっている所がある。
８月３日現在、16水系21河川で渇水により取水制限等の渇水体制
をとっている。また、中国地方整備局（７月14日～）、東北地方整備
局（７月25日～）では、渇水対策本部を設置し、７月30日には国土
交通省渇水対策本部を設置し、７日には渇水対策関係省庁会議を
開催予定。

○気候変動の影響により、
無降水日の日数が更に
増加すると予測されてお
り、渇水リスクの軽減に
向けた取組が必要。

需給のミスマッチの解消
※利水者間の調整の場はないため水利権の転用実績は

同一自治体など限定的

現在の水需給バランス評価での供給可能量
※現状では、気候変動の影響については見込んでいない

気候変動の影響を見込んだ供給可能量
※幅を持った気候変動の影響について検討

（現在） （検討）

水利用の調整等を行う
場の設置

（利水者間のマッチング）

気候変動の影響による年無降水日の増加日数（日）

気候変動の影響による無降水日の増加日数
20 世紀末（1980～1999 年平均）を基準とした21 

世紀末（2076～2095 年平均） における将来変化
量（バイアス補正済）。 青：2℃上昇シナリオ
(RCP2.6) 赤：4℃上昇シナリオ (RCP8.5) 棒グラ
フ：20世紀末の変動幅

【出典】文部科学省 気象庁「日本の気候変動2020」

＋
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国土交通本省発表資料～取組の最大化～

流域治水・水利用・流域環境の取組の効果を最大化

流域治水・水利用・流域環境間の「相乗効果の発現」 「利益相反の調整」

流域治水×水利用 流域治水×流域環境 水利用×流域環境

＜利益相反の例＞
治水面ではダムの水位は低い方が望ましく

利水面（発電）では高い方が望ましい

＜相乗効果の具体例＞
治水機能の強化と水力発電の促進を

両立するハイブリッドダムの取組

＜利益相反の例＞
治水面では遊水地容量の確保が必要だが

環境面では生物の生息・生育環境の保全・創出が必
要

＜相乗効果の具体例＞
遊水地でタンチョウが繁殖しやすい環境を整備

上流からの取水により省エネが図れる一方、
河川流量の減水区間の発生による環境等への

影響について調整が必要

＜利益相反の例＞
利水面（省エネ）を重視すると

環境的に望ましい流況に影響を与える

上流からの取水舞鶴遊水地で子育てをするタンチョウ

タンチョウ繁殖
期には人・車
両の立ち入り
やドローン飛
行を禁止

気象予測を活用したダム運用の高度化

本地域で100年以
上ぶりにタンチョウ
が繁殖
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国土交通本省発表資料～流域総合水管理のあり方について答申～

○治水に加え利水・環境も流域全体であらゆる関係者が他者を尊重しながら協働して取組を深化させるとともに、流域治水・水利用・流域環
境間の「相乗効果の発現」 「利益相反の調整」を図り、一体的に取り組むことで「水災害による被害の最小化」「水の恵みの最大化」「水で
つながる豊かな環境の最大化」を実現させる「流域総合水管理」を推進する。
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国土交通本省発表資料～流域総合水管理の取組イメージ～

① 課題や多様なニーズ等の共有

② 関係者間のデータ共有・公開

③ ニーズを埋める対応策・アイデア
❶既存施設の高度運用等

・降雨予測等によるダムの運用の高度化
・複数ダムの統合運用・容量再編
・ダム容量の有効活用 ・水利権の転用
・融雪出水時の豊水の活用
・農業用水等の特徴を踏まえた取組 等

❷施設整備、施設再編
・持続可能で効率的なアセットマネジメント
・上下水道一体での強靱化、省エネ化の推進 等

❸危機時の備えの強化
・リダンダンシーの確保
・基幹施設・水路網等の情報共有 等

❹流域環境の取組強化
・流量変動や土砂動態の管理
・豊かな氾濫原環境の創出、河川内外の連続性確保
・下水処理水の活用
・流域ならではの水辺の魅力や価値の向上
・上下流交流 等

④ 新たな価値を共有・調整する手法・仕組み
（合意形成の場）

⑤ 技術開発・体制構築等

⑥ 成果や教訓の情報発信等

❶

❹

❹

❶

❹

❸

❹

❹

❷

❶

❶

❷

❹

❶
❸

❹

❶

❷

❹
❸

◯ 流域治水・水利用・流域環境のそれぞれの取組を強化・推進するとともに、流域治水・水利用・流域環境の一体的な取組を進め、
流域関係者でそれら取組の価値を最大化する。
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国土交通本省発表資料～流域総合水管理の取組イメージ～

取組例背景
相乗効果・利益相反調整で

実現したいこと
分類

・水利権未取得のダム使用権（上水等）の治水容量への譲渡気候変動による水害リスク
の増大

ダムの容量再編（上工水⇒治水）流域
治水

・遊水地の有効活用（生物多様性、地域振興への寄与）
・上下流交流

気候変動による水害リスク
の増大

流域治水を通じた地域の魅力向上流域
治水

・ハイブリッドダムの推進
（運用高度化、発電設備の新増設、ダム再生等）

・複数ダムの統合運用、容量再編
・上流からの取水（水道施設の再編）

2050カーボンニュートラル

の実現目標、第７期エネル
ギー基本計画

水力発電の増強、省エネ化の推進

水利用

・新たな水需要への対応 （例：ダム使用権の活用、水利権の転用等）
・複数ダムの統合運用、容量再編
・融雪出水時の豊水の活用

人口減少、産業構造の変
化（半導体、代かき期前倒
し）

水資源の有効活用

水利用

・施設更新時等の水路網等の施設の共有、統合（上工農）
・水路網等の複線化・併設化
・不測の事態への対応の事前検討

気候変動による渇水リスク
の増大、能登半島地震、埼
玉県八潮市道路陥没事故

危機時の迅速・円滑な水管理のための備えの
強化水利用

・流量変動や土砂動態、水温の管理（フラッシュ放流や河道形状の工夫等）
・河川内外の連続性確保
・下水処理水の活用（栄養塩類の能動的運転管理）

2030ネイチャーポジティブ
の実現目標

河川・流域における生物多様性の保全・創出流域
環境

・水辺の魅力・価値向上（かわまち）
・上下流交流
・環境用水の活用

地方創生流域全体におけるにぎわい創出流域
環境
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（例）矢作川・豊川CNプロジェクト
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流域総合水管理における土砂管理との連携

成果の反映
・「総合土砂管理の推進と計画策定の手引き」及び河川砂防技術基準への反映 ・各領域の土砂管理対策での活用

○総合的な土砂管理を進めるため、各流砂系で、土砂移動量、粒径分布等を把握するためのモニタリング、
各領域の土砂問題を解決するための土砂管理対策に取り組んできたところ。

○ モニタリング技術の効率化・低コスト化、土砂移動の予測モデルの精度向上、効率的・効果的な土砂管理対策
などに係る技術開発等に取り組むとともに、流砂系全体としての最適な土砂管理をより一層推進していくため、
流域治水、水利用、流域環境等の取組みにおいて、土砂管理の視点も含めて連携を促進する。

①モニタリング技術の効率化及び
低コスト化

土砂動態把握に、時間やコストを要し
ている流砂系が多い現状を踏まえ、衛
星画像や航空レーザー測量等のDX技

術の活用により、モニタリング技術の効
率化や低コスト化を図る。

③効率的・効果的な土砂管理対策
手法の構築

ダム貯水池の堆砂による機能低下、
海岸侵食、河床材料の粗粒化による環
境影響など、土砂移動に起因する問題
が顕在化してることから、効率的・効果
的な土砂管理対策手法の構築を進める。

■技術開発のテーマ（課題と方向性）

衛星画像を活用した海岸線の抽出技術

②土砂動態の把握による土砂移
動の予測精度向上

有効な土砂管理対策の検討にあ
たっては土砂移動の予測精度の向上
が必要であることから、流砂系の土砂
収支の推定・予測に活用するための
計算モデルの精度向上を図る。

ダム下流の置き土

置き土の取組事例の蓄積と展開

侵食箇所へ
土砂供給

堆積土砂
を採取

効率的な土砂輸送手法の開発

サンドバイパス

衛星画像から汀線変化を把握
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熊野川における流域総合水管理のイメージ

土砂動態の把握・予測

余剰土砂の価値の創出【国内資産の有効活用】

堆積土砂の活用

豊富な水に負けない高台まちづくり（洪水・津波対応）等
【水害リスクの低下】

・日本の海岸線の衰退をはじめ、インドネシアの島が海底へ沈
むなど、世界的にも砂不足が世界的にも課題。
・熊野川ではこの余剰の砂が今後資産になる可能性が高く、
現在は安い海外製の砂を公共工事でも活用しているものの、
地産地消の取組を進める必要がある。

資産としての活用

管轄区間を越えた土砂動態把握し、関係機関全体で議論

・国が管理区間だけの土砂対策を行うのでは無く、流域全体
を見据え、土砂動態解析の範囲を拡大。
・二津野ダム下流から河口部までの横断測量・支川を含む
河床材料調査を行い、令和7年度半ばにダム下流域にお
ける土砂動態を確認し、関係機関で共有。
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